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1.  平成21年7月期第1四半期の業績（平成20年8月1日～平成20年10月31日） 

（注）当社は、平成20年７月期第３四半期より四半期財務・業績の概況の開示を始めたため、平成20年７月期第１四半期の経営成績及び対前年同四半期増減率は記載
しておりません。  

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年7月期第1四半期 408 ― 29 ― 15 ― 8 ―
20年7月期第1四半期 ― ― ― ― ― ― ― ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年7月期第1四半期 379.19 377.43
20年7月期第1四半期 ― ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年7月期第1四半期 1,174 934 79.5 39,352.35
20年7月期 1,139 954 83.7 40,173.15

（参考） 自己資本   21年7月期第1四半期  933百万円 20年7月期  953百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年7月期 ― 0.00 ― 1,200.00 1,200.00
21年7月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年7月期（予想） ――― 0.00 ― 700.00 700.00

3.  平成21年7月期の業績予想（平成20年8月1日～平成21年7月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期累計期間 1,069 4.2 66 △30.9 65 △29.3 38 △28.7 1,610.11
通期 2,300 11.0 173 22.6 172 39.3 85 17.3 3,609.19

4.  その他 
(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年7月期第1四半期  23,730株 20年7月期  23,730株
② 期末自己株式数 21年7月期第1四半期  ―株 20年7月期  ―株
③ 期中平均株式数（四半期累計期間） 21年7月期第1四半期  23,730株 20年7月期第1四半期  ―株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に掲載されている業績予想につきましては、本資料提出日現在において入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、実際の業績は、業況の変化等により
予想値と異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料の４ページ【定性的情報・財務諸
表等】３．業務予想に関する定性的情報をご覧ください。 
２．当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14
号）を適用しております。また、「四半期財務諸表等規則」に従い四半期財務諸表を作成しております。  
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当第１四半期会計期間におけるわが国の経済は、サブプライムローン問題に端を発した世界的な金融・

資本市場の混乱、株式市場の低迷及び円高など、企業をとりまく業況は悪化し、景気の減速懸念が一段と

強まっております。 

 当社が属する情報サービス業界におきましては、企業の設備投資意欲などを背景に需要は堅調に推移し

ておりましたが、景気の先行き不透明感を受けてIT投資に慎重な姿勢が見られるなど、業界内の経営環境

は厳しさを増してきております。また、携帯電話関連業界にあっては、既存の移動体通信事業者に加え

MVNO（注１）の参入などにより競争が激しさを増す中、固定通信と移動通信の融合や次世代ネットワーク

（NGN）（注２）の商用サービス開始など、事業環境が急速に変化する局面を迎えております。 

このような状況のもと、ソフトウエア開発を中心としたソリューションの受託開発、運用・保守事業の

拡大に注力してまいりましたが、前事業年度に発生した瑕疵対応の影響もあって立ち上がりは緩やかなも

のとなりました。 

以上の結果、当第１四半期会計期間の売上高は408,506千円、営業利益29,183千円、経常利益15,183千

円、四半期純利益は8,998千円となりました。 

なお、平成20年７月期第１四半期会計期間については、四半期財務諸表を作成しておりませんので、前

年同期との対比の記載は行っておりません。 

  

事業部門別の業績を示すと次のとおりであります。 

  

①プロフェッショナルサービス事業 

有力顧客とのビジネス拡大に注力し、安定・継続的な開発案件の獲得に努めましたが、前事業年度に発

生した瑕疵対応の影響もあって立ち上がりは緩やかなものとなり、売上高は316,463千円となりました。 

  

②クロスメディアサービス事業 

前事業年度に引き続き、主力サービスである「Ｇガイドモバイル」（注３）のユーザー数が順調に増加

し、これに伴い売上高は75,543千円となりました。 

  

③コアテクノロジー事業 

新たな収益事業に向けて研究・開発を行うかたわら、新規コンサルティング案件の獲得及び移動体通信

事業者への継続的なコンサルティングを行い、これに伴う売上高は16,500千円となりました。 

  

（注１）MVNO（=Mobile Virtual Network Operator） 

  移動体通信事業者の無線ネットワークを活用して多様な移動体通信サービスを提供する事業者 

（注２）次世代ネットワーク（NGN＝Next Generation Network） 

  従来の電話回線とは異なり、インターネットで利用されているIP（Internet Protocol）と呼ばれ 

  る通信規約を使って電話回線を構築した、新しい統合ネットワーク 

（注３）Ｇガイドモバイル 

  テレビ番組表とAVリモコン機能が一つになった携帯電話向けアプリケーション 

    Ｇガイド、G-GUIDE、Ｇガイドモバイル、G-GUIDE MOBILE、及びＧガイド関連ロゴは、米Gemstar- 

  TV Guide International,Inc.又はその関係会社の日本国内における登録商標です。 

【定性的情報・財務諸表等】

１. 経営成績に関する定性的情報
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①資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

流動資産は、前事業年度末に比べ2,724千円減少し、958,173千円となりました。この主な要因は、仕掛

品が87,735千円増加したものの、投資有価証券の購入などに伴い現金及び預金が69,154千円減少、売上債

権が21,945千円減少したことなどによるものであります。 

 固定資産は、前事業年度末に比べ38,082千円増加し、216,543千円となりました。この主な要因は、投

資有価証券が35,840千円増加したことなどによるものであります。 

 この結果、当第１四半期会計期間における資産合計は、前事業年度末に比べ35,358千円増加し、

1,174,717千円となりました。 

  

（負債） 

流動負債は、前事業年度末に比べ57,336千円増加し、237,396千円となりました。この主な要因は、未

払法人税等が12,934千円減少したものの、賞与引当金の計上額が55,430千円増加したことなどによるもの

であります。 

 固定負債は、前事業年度末に比べ2,500千円減少し、2,500千円となりました。この主な要因は、長期借

入金2,500千円を返済したことによるものであります。 

 この結果、当第１四半期会計期間の負債合計は、前事業年度末に比べ54,836千円増加し、239,896千円

となりました。 

  

（純資産） 

純資産合計は、前事業年度末に比べ19,477千円減少し、934,821千円となりました。この主な要因は、

四半期純利益8,998千円を計上したものの、平成20年７月期の期末配当を行ったことなどによるものであ

ります。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、533,355千円とな

りました。 

当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期会計期間において営業活動により得られた資金は、13,070千円となりました。この主な要

因は、税引前四半期純利益15,998千円の計上、賞与引当金の増加55,430千円、売上債権の減少21,945千円

などで増加したものの、法人税等の支払額17,972千円及びたな卸資産の増加87,856千円などで減少したこ

とによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期会計期間において投資活動の結果使用した資金は、60,665千円となりました。この主な要

因は、投資有価証券の取得による支出50,000千円などによるものであります。 

  

２. 財政状態に関する定性的情報
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期会計期間において財務活動の結果使用した資金は、21,559千円となりました。この主な要

因は、配当金の支払額19,059千円などによるものであります。 

  

当第１四半期会計期間の業績は概ね計画どおりに推移しております。現時点では平成20年９月12日に公

表いたしました「平成20年7月期 決算短信（非連結）」の第２四半期累計期間及び通期の業績予想に変

更はございません。 

  

※本資料における予想につきましては、当社が現時点で入社可能な情報に基づき判断した見通しであり、実際の業績

は、業況の変化などにより予想値と異なる可能性があります。 

  

①簡便な会計処理 

（一般債権の貸倒見積高の算定方法） 

当第１四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

（固定資産の減価償却費の算定方法） 

定率法を採用している資産については、当事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する

方法によっております。 

（法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法） 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等

の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度において使用した将来の業績予測やタ

ックスプランニングを利用する方法によっております。 

  

②四半期財務諸表の作成に特有の会計処理 

（税金費用の計算） 

税金費用については、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

  

①当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14号)を適用しております。また、「四半期財務

諸表等規則」に従い四半期財務諸表を作成しております。 

  

②「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９

号）を当第１四半期会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）に変更しております。 

 なお、これによる損益に与える影響はありません。 

３. 業績予想に関する定性的情報

４. その他

(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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５. 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円) 

当第１四半期会計期間末 
(平成20年10月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年７月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 533,355 602,509 

受取手形及び売掛金 229,009 250,954 

仕掛品 134,378 46,643 

原材料及び貯蔵品 591 470 

その他 66,938 67,269 

貸倒引当金 △6,100 △6,950 

流動資産合計 958,173 960,897 

固定資産 

有形固定資産 38,566 42,051 

無形固定資産 27,859 23,171 

投資その他の資産 

その他 170,015 133,135 

貸倒引当金 △19,897 △19,897 

投資その他の資産合計 150,117 113,238 

固定資産合計 216,543 178,461 

資産合計 1,174,717 1,139,358 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金 8,861 11,585 

1年内返済予定の長期借入金 10,000 10,000 

未払法人税等 8,860 21,795 

賞与引当金 118,700 63,270 

その他 90,973 73,408 

流動負債合計 237,396 180,059 

固定負債 

長期借入金 2,500 5,000 

固定負債合計 2,500 5,000 

負債合計 239,896 185,059 

純資産の部 

株主資本 

資本金 319,445 319,445 

資本剰余金 279,445 279,445 

利益剰余金 334,941 354,418 

株主資本合計 933,831 953,308 

新株予約権 990 990 

純資産合計 934,821 954,298 

負債純資産合計 1,174,717 1,139,358 
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(2) 【四半期損益計算書】

 【第１四半期累計期間】 

(単位：千円) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成20年８月１日 
至 平成20年10月31日) 

売上高 408,506 

売上原価 229,097 

売上総利益 179,409 

販売費及び一般管理費 150,226 

営業利益 29,183 

営業外収益 

受取利息 209 

その他 14 

営業外収益合計 224 

営業外費用 

支払利息 63 

投資有価証券評価損 14,160 

営業外費用合計 14,223 

経常利益 15,183 

特別利益 

貸倒引当金戻入額 850 

特別利益合計 850 

特別損失 

固定資産除却損 35 

特別損失合計 35 

税引前四半期純利益 15,998 

法人税等 7,000 

四半期純利益 8,998 
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成20年８月１日 
至 平成20年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前四半期純利益 15,998 

減価償却費 8,701 

固定資産除却損 35 

投資有価証券評価損益（△は益） 14,160 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △850 

賞与引当金の増減額（△は減少） 55,430 

受取利息及び受取配当金 △209 

支払利息 63 

売上債権の増減額（△は増加） 21,945 

たな卸資産の増減額（△は増加） △87,856 

仕入債務の増減額（△は減少） △2,723 

未払消費税等の増減額（△は減少） △3,908 

その他 10,113 

小計 30,898 

利息及び配当金の受取額 209 

利息の支払額 △65 

法人税等の支払額 △17,972 

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,070 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資有価証券の取得による支出 △50,000 

有形固定資産の取得による支出 △1,184 

無形固定資産の取得による支出 △9,422 

その他 △58 

投資活動によるキャッシュ・フロー △60,665 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

長期借入金の返済による支出 △2,500 

配当金の支払額 △19,059 

財務活動によるキャッシュ・フロー △21,559 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △69,154 

現金及び現金同等物の期首残高 602,509 

現金及び現金同等物の四半期末残高 533,355 
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当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14号)を適用しております。また、「四半期財務諸表

等規則」に従い四半期財務諸表を作成しております。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

生産、受注及び販売の状況 

当第１四半期会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 部門間取引については相殺消去をしております。 

  

当第１四半期会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ クロスメディアサービス事業部は受注生産を行っていないため、受注実績の記載をしておりません。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

６. その他の情報

① 生産実績

事業部門別

当第１四半期会計期間
(自 平成20年８月１日 
 至 平成20年10月31日)

生産高(千円)

プロフェッショナルサービス事業 191,474

クロスメディアサービス事業 34,564

コアテクノロジー事業 3,058

合計 229,097

② 受注実績

事業部門別

当第１四半期会計期間
(自 平成20年８月１日 
 至 平成20年10月31日)

受注高
(千円)

受注残高 
(千円)

プロフェッショナルサービス事業 458,167 426,967

クロスメディアサービス事業 ― ―

コアテクノロジー事業 6,410 10,410

合計 464,577 437,377
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当第１四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
  ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

③ 販売実績

事業部門別

当第１四半期会計期間
(自 平成20年８月１日 
 至 平成20年10月31日)

販売高(千円)

プロフェッショナルサービス事業 316,463

クロスメディアサービス事業 75,543

コアテクノロジー事業 16,500

合計 408,506

相手先

当第１四半期会計期間
(自 平成20年８月１日
至 平成20年10月31日)

販売高(千円) 割合(％)

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 93,186 22.8

㈱インタラクティブ・プログラム・ガイド 77,701 19.0

㈱ディーツーコミュニケーションズ 75,088 18.4

㈱毎日コミュニケーションズ 55,393 13.6
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